
東海村地域計画について
～農地の利活用に関する～

東海村農業政策課
令和７年３月

これまでの活動写真

これからの地域計画進捗管理について

目標地図（令和７年３月末日時点）

〈地域計画全般に関すること〉
農業政策課
029-282-1711（内）1221

〈農地の集積・集約に関すること〉
農業委員会事務局
029-282-1711（内）1227

地域座談会や検討会等により，地域計画の
年１回以上の進捗管理を行っていきます。

地域の皆様には，引き続き積極的な
話し合いの場へのご参加とご意見を
お願いします。

P
（計画を作成）

C
（計画を評価）

Ｄ
（計画を実行）

A
（課題を改善）

問合せ先

地域計画は，策定するだけでなく，実現に向けて実行して
いくことが重要なポイントになります。

例えば，★農用地の集積・集約化 ★農地
中間管理機構の活用方法 ★新規就農者
や多様な担い手の確保 等の進捗状況に
ついて，PDCAサイクルを通じて引き続
き検証や話し合いを行っていきます。



背景と目的

全体像

■これまで村では，地域農業の将来のあり方を「人・農地プラン」として定め，農業委員会と共に人と農地をつ
なぐ取組を推進してきました。
■しかしながら，全国的にも，高齢化による農業者の減少や耕作放棄地の拡大など，地域の農地が適正に利
用されなくなる懸念が高まる中，農地の集積・集約化の取組を加速化することが喫緊の課題となっています。
■そのような中，国では令和4年5月に農業経営基盤強化促進法等を改正し，市町村は，地域の話し合いに
基づき「地域農業の将来の在り方」と農地ひと筆ごとの10年先の耕作者を計画する「目標地図」をまとめた
「地域計画」を令和７年３月末までに策定することとしました。

　これまで“守ってきた”農地を，将来にわたり“守るべき”農地として着実に利活用し，次の世代に引き継いで
いくため「将来，地域の農地を誰が利活用し守っていくのか」，「地域農業を支える環境をどのように維持・発
展していくのか」について，農業者だけでなく，幅広い関係者を巻き込み，地域が一体となり課題について話
し合い，共有し，将来の農地利活用の姿を明確化することで，その実現を目指していきます。

地域座談会などの「協議の場」

「地域計画」について　

これまでの取組み  

地域計画

●農用地の集積，集約化の方針
●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針
●多様な経営体の確保・育成の
　取組方針
●農作業委託の活用方針

地域農業の将来のあり方
●目指すべき将来の農地利用の姿
●農業を担う者ごとに
　利用する農地を定める
●将来地域の農地を誰が利用し
　守っていくのか
【集積・集約化のゾーニングを見える化】

目標地図

座談会
令和５年度から計14回の
座談会を実施し，延べ
336人の参加者の方々と
意見交換をしてきました。

担い手
ミーティング

各エリアで中心的に耕作
している方々にお集まり
いただき，意見交換や情
報共有を実施しました。

セミナー
・

研修会

地域計画策定に向けた取
組み内容やスケジュール
について周知するセミ
ナーや地域計画案の報告
に関するセミナーのほか，
農業者の方々向けの研修
会を実施しました。

地域計画計画書（令和７年３月末日時点）

計画のポイント①
主に「田」と「畑」で現状や課題が違うことから，それぞれの実情に
即した計画や方向性を作成。

計画のポイント②
現状に即した実効性のある計画とするため，内容の見直しを毎年行う。座談会等を通じて地域の
方々から最新の意見を募り，計画に反映させる。

計画のポイント③
目標地図に位置付ける耕作者については，個別に意向を確認し，リストアップ。

地域農業の将来のあり方について，明文化するために法律で定められた様式です。
計画には，現状や課題，将来どのように地域農業を維持・発展させていくかに加え，
●農用地の集積，集約化の方針 ●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針 ●多様な経営体の確保・育成の取組方針
●農作業委託の活用方針
をまとめています。

計画のポイント④
目標達成のための取組事項については，話し合いの中で出た意見を
基にエリアごとの詳細な方針を記載。

例 ICT技術や大型機械導入等も見据えた圃場整備を検討する。
村内のみならず，村外の担い手を確保していく。

守り続けてきた農地への“想い”を５年先１０年先へ

参考様式第５－２号

・農地所有者及び耕作者の高齢化が進む中，農業後継者の確保及び継続的な農地管理が課題である。
・持続的に農地の利用を図りながら地域の活性化を進めるためには，農地の集積・集約化に必要な集団的農地を
確保していく必要がある。
・新規就農者を確保・育成しつつ，地域全体で農地を利用していくための継続的な仕組み構築が必要である。
・村内農業者の情報不足や農業関係者同士のネットワークが希薄である。
以下，田と畑の課題の特記事項を記載する。
【田】
・一部の農地の質や形状が悪く，用排水施設の老朽化等の課題に加え，農地の集約も遅れる等，作業効率が悪い
ことから担い手も減っている。
・後継者がいないことから休耕地が増えている地域がある。
・田を取り巻く関係者は，特に高齢化が進んでおり，農業用施設の維持管理（地域の共同活動）活動の継続が難し
くなっている。
・農業用機械の更新にかかる費用的な負担から離農する方もおり，経営所得の安定が課題である。
【畑】
・耕作者や後継者はある程度確保されている。一方で，地権者との関係性等も含め，長く土地を賃借し，耕作を
続けられるか等の課題があり，安定的な農業経営への不安を抱えている担い手が多い。
・畑を貸したい人，借りたい人の情報が少ないことから，土地の賃借に課題がある。
・農業を始める際や拡大する際に技術を教えてくれる人がいない。

（２）地域農業の現状及び課題

・定期的な座談会や意見交換会を実施することで地域農業の現状や耕作者の意向等の情報共有を図る。また，地
域の関係者や農業者同士のネットワークを強化し，円滑な農地の集積・集約化に繋げていく。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した情報提供を充実させていく。
【田】
・経営所得の安定を目指し，主食用米の他に地域で取り組める作物等を導入する。
・地域の意見や実情，担い手の意向等がまとまった段階で，持続可能な農業経営が行えるよう汎用性が高い基盤
整備や環境整備等を行う。生産効率を高めることで，担い手の確保や耕作放棄地の拡大防止を図る。

【畑】
・若い農業者や拡大意向のある農業者への多様な研修会等の定期的な開催を検討する。
・耕作規模や作物ごとにエリアを分けることにより，効率的な農地の活用を図る。

（３）地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

地域計画
策定年月日 令和 7年 3月 31日
更新年月日 ―
目標年度 令和 16年度
市町村名 

（市町村コード）
東海村
08341

地域名 
（地域内農業集落名）

東海村全域
（ 石神村・村松村 ）

1  地域における農業の将来の在り方
（１）地域計画の区域の状況

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 890ｈａ
① 農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 611ｈａ
② 田の面積 414ｈａ
③ 畑の面積（果樹、茶等を含む） 476ｈａ
④ 区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 207.3ｈａ
⑤ 区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 106.7ｈａ
（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ
（備考）

2　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標
（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針
中間管理機構への貸し付けを進めつつ，担い手への農地の集積・集約化を進めることを基本とし，担い手の農作業に支
障がない範囲で農地利用を進める。
（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

現状の集積率 30％ 将来の目標とする集積率 66％
（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標
担い手を中心に農地の集積・集約化を進め，団地面積の拡大を農業委員会と調整し，農地中間管理機構を通じて進める。

（１）農用地の集積、集団化の取組
・担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。
・現状の経営規模を維持したい担い手がいる地域では，担い手の意向を尊重し，できる範囲で農地の集積・集約化を
進める。
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備を前提として担い手Aさん，担い手 Bさん中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜東海圷 -田エリア＞ 
・担い手の意向を尊重した農地の集積・集約化を進める。 
＜美原・東下エリア＞ 
・４～５人の意欲的な担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・40代～ 60代の担い手を中心に農地の集積・集約を進める。 
＜北・南 -田畑エリア＞ 
・30～40代の若手を中心に集積・集約化を進める。
（２）農地中間管理機構の活用方法
・農地の賃借については，農地中間管理機構を通じて行っていく。
（３）基盤整備事業への取組
・地域ごとに基盤整備に向けた必要な措置を行っていく。（水利・農道等） 
＜東海圷 -田エリア＞ 
担い手への農地の集積・集約化を見据えた基盤整備を検討する。 
＜美原・東下エリア＞ 
隣接の日立市の関係者と共に必要な基盤整備について検討を進める。 
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備事業取組みに向けた基礎調査を行う。 
・基盤整備を検討する。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・ICT 技術や大型機械等導入も見据えた圃場整備（畦畔の除去，区画拡大等）を検討する。 
＜畑エリア＞ 
農地改善等の事業を活用した基盤整備を検討し，農地の集積・集約化を進める。
（４）多様な経営体の確保・育成の取組
・地域内外から多様な経営体を募り，それらの者の意向を踏まえながら担い手として育成していくため，関係機関と連
携し，相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。
・住民の農業体験などを通して，農業に関する理解や知識を深める機会の創設をする。
・若い農業者や拡大意向のある農業者への技術支援体制の強化を図る。また，新たな担い手の確保・育成にかかる仕
組み作りを検討する。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した農地情報の提供の充実化を図る。
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞
・村内のみならず，村外の担い手を確保していく。
（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

3　農業者及び区域内の関係者が2の目標を達成するためとるべき必要な措置

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）
①鳥獣被害防止対策 ✓ ②有機・減農薬・減肥料 ✓ ③スマート農業 ✓ ④畑地化・輸出等 ✓ ⑤果樹等
⑥燃料・資源作物等 ✓ ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組内容】
上記内容等について今後検討していく。

6  目標地図（別添のとおり）

5  農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

番号 事業体名 
（氏名・名称） 作業内容 対象品目

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意なく、関係者の意
見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当たっては、利用目的をできる限り特定
し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供する場合は、氏名を
削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

7  基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、
基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は「サ」、上記に該当しない農用地
等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。

２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積を記載してください。
３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、経営面積に
含めてください。

５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努めてください。

4  地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

属性 農業を担う者 
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和　年度）

経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

計 55経営体 389ha 4.5ha 495ha 8.5ha

別紙のとおり

属性 農業を担う者
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和１７年度）

経営作目等 経営面積 作業受託
面積 経営作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

1 認農

公
表
対
象
外

甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha 甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha
2 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
3 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
4 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
5 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
6 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
7 認農 水稲・麦・大豆 ha ha 水稲・麦・大豆 ha ha
8 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
9 認農 いちご・ブルーベリー ha ha いちご・ブルーベリー ha ha
10 認農 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha
11 認農 ネギ・デントコーン等 ha ha ネギ・デントコーン等 ha ha
12 認農 水稲 ha ha 水稲 ha ha
13 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
14 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
15 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
16 認農 水稲・野菜 ha ha 水稲・野菜 ha ha
17 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
18 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
19 認農 甘藷・露地野菜 ha ha 甘藷・露地野菜 ha ha
20 認農 ぶどう・甘藷・水稲 ha ha ぶどう・甘藷・水稲 ha ha
21 認農 ぶどう ha ha ぶどう ha ha
22 認農 甘藷・露地野菜等 ha ha 甘藷・露地野菜等 ha ha
23 認農 ぶどう・水稲・ごぼう ha ha ぶどう・水稲・ごぼう ha ha
24 認農 水稲・麦類，豆類 ha ha 水稲・麦類，豆類 ha ha
25 認農 甘藷・野菜・水稲 ha ha 甘藷・野菜・水稲 ha ha
26 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
27 認農 水稲・トマト等 ha ha 水稲・トマト等 ha ha
28 認農 水稲・そば等 ha ha 水稲・そば等 ha ha
29 認農 花卉・水稲等 ha ha 花卉・水稲等 ha ha
30 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
31 新就者 ネギ ha ha ネギ ha ha
32 新就者 甘藷・落花生 ha ha 甘藷・落花生 ha ha
33 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
34 利用者 水稲・甘藷 ha ha 水稲・甘藷 ha ha
35 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
36 利用者 水稲・大豆等 ha ha 水稲・大豆等 ha ha
37 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
38 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
39 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
40 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
41 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
42 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
43 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
44 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
45 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
46 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
47 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
48 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
49 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
50 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
51 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
52 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
53 利用者 水稲・豆類 ha ha 水稲・豆類 ha ha
54 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
55 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha

計 55経営体 388.66ha 4.5ha 495.35ha 8.5ha

別紙１ 地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）



背景と目的

全体像

■これまで村では，地域農業の将来のあり方を「人・農地プラン」として定め，農業委員会と共に人と農地をつ
なぐ取組を推進してきました。
■しかしながら，全国的にも，高齢化による農業者の減少や耕作放棄地の拡大など，地域の農地が適正に利
用されなくなる懸念が高まる中，農地の集積・集約化の取組を加速化することが喫緊の課題となっています。
■そのような中，国では令和4年5月に農業経営基盤強化促進法等を改正し，市町村は，地域の話し合いに
基づき「地域農業の将来の在り方」と農地ひと筆ごとの10年先の耕作者を計画する「目標地図」をまとめた
「地域計画」を令和７年３月末までに策定することとしました。

　これまで“守ってきた”農地を，将来にわたり“守るべき”農地として着実に利活用し，次の世代に引き継いで
いくため「将来，地域の農地を誰が利活用し守っていくのか」，「地域農業を支える環境をどのように維持・発
展していくのか」について，農業者だけでなく，幅広い関係者を巻き込み，地域が一体となり課題について話
し合い，共有し，将来の農地利活用の姿を明確化することで，その実現を目指していきます。

地域座談会などの「協議の場」

「地域計画」について　

これまでの取組み  

地域計画

●農用地の集積，集約化の方針
●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針
●多様な経営体の確保・育成の
　取組方針
●農作業委託の活用方針

地域農業の将来のあり方
●目指すべき将来の農地利用の姿
●農業を担う者ごとに
　利用する農地を定める
●将来地域の農地を誰が利用し
　守っていくのか
【集積・集約化のゾーニングを見える化】

目標地図

座談会
令和５年度から計14回の
座談会を実施し，延べ
336人の参加者の方々と
意見交換をしてきました。

担い手
ミーティング

各エリアで中心的に耕作
している方々にお集まり
いただき，意見交換や情
報共有を実施しました。

セミナー
・

研修会

地域計画策定に向けた取
組み内容やスケジュール
について周知するセミ
ナーや地域計画案の報告
に関するセミナーのほか，
農業者の方々向けの研修
会を実施しました。

地域計画計画書（令和７年３月末日時点）

計画のポイント①
主に「田」と「畑」で現状や課題が違うことから，それぞれの実情に
即した計画や方向性を作成。

計画のポイント②
現状に即した実効性のある計画とするため，内容の見直しを毎年行う。座談会等を通じて地域の
方々から最新の意見を募り，計画に反映させる。

計画のポイント③
目標地図に位置付ける耕作者については，個別に意向を確認し，リストアップ。

地域農業の将来のあり方について，明文化するために法律で定められた様式です。
計画には，現状や課題，将来どのように地域農業を維持・発展させていくかに加え，
●農用地の集積，集約化の方針 ●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針 ●多様な経営体の確保・育成の取組方針
●農作業委託の活用方針
をまとめています。

計画のポイント④
目標達成のための取組事項については，話し合いの中で出た意見を
基にエリアごとの詳細な方針を記載。

例 ICT技術や大型機械導入等も見据えた圃場整備を検討する。
村内のみならず，村外の担い手を確保していく。

守り続けてきた農地への“想い”を５年先１０年先へ

参考様式第５－２号

・農地所有者及び耕作者の高齢化が進む中，農業後継者の確保及び継続的な農地管理が課題である。
・持続的に農地の利用を図りながら地域の活性化を進めるためには，農地の集積・集約化に必要な集団的農地を
確保していく必要がある。
・新規就農者を確保・育成しつつ，地域全体で農地を利用していくための継続的な仕組み構築が必要である。
・村内農業者の情報不足や農業関係者同士のネットワークが希薄である。
以下，田と畑の課題の特記事項を記載する。
【田】
・一部の農地の質や形状が悪く，用排水施設の老朽化等の課題に加え，農地の集約も遅れる等，作業効率が悪い
ことから担い手も減っている。
・後継者がいないことから休耕地が増えている地域がある。
・田を取り巻く関係者は，特に高齢化が進んでおり，農業用施設の維持管理（地域の共同活動）活動の継続が難し
くなっている。
・農業用機械の更新にかかる費用的な負担から離農する方もおり，経営所得の安定が課題である。
【畑】
・耕作者や後継者はある程度確保されている。一方で，地権者との関係性等も含め，長く土地を賃借し，耕作を
続けられるか等の課題があり，安定的な農業経営への不安を抱えている担い手が多い。
・畑を貸したい人，借りたい人の情報が少ないことから，土地の賃借に課題がある。
・農業を始める際や拡大する際に技術を教えてくれる人がいない。

（２）地域農業の現状及び課題

・定期的な座談会や意見交換会を実施することで地域農業の現状や耕作者の意向等の情報共有を図る。また，地
域の関係者や農業者同士のネットワークを強化し，円滑な農地の集積・集約化に繋げていく。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した情報提供を充実させていく。
【田】
・経営所得の安定を目指し，主食用米の他に地域で取り組める作物等を導入する。
・地域の意見や実情，担い手の意向等がまとまった段階で，持続可能な農業経営が行えるよう汎用性が高い基盤
整備や環境整備等を行う。生産効率を高めることで，担い手の確保や耕作放棄地の拡大防止を図る。

【畑】
・若い農業者や拡大意向のある農業者への多様な研修会等の定期的な開催を検討する。
・耕作規模や作物ごとにエリアを分けることにより，効率的な農地の活用を図る。

（３）地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

地域計画
策定年月日 令和 7年 3月 31日
更新年月日 ―
目標年度 令和 16年度
市町村名 

（市町村コード）
東海村
08341

地域名 
（地域内農業集落名）

東海村全域
（ 石神村・村松村 ）

1  地域における農業の将来の在り方
（１）地域計画の区域の状況

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 890ｈａ
① 農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 611ｈａ
② 田の面積 414ｈａ
③ 畑の面積（果樹、茶等を含む） 476ｈａ
④ 区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 207.3ｈａ
⑤ 区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 106.7ｈａ
（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ
（備考）

2　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標
（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針
中間管理機構への貸し付けを進めつつ，担い手への農地の集積・集約化を進めることを基本とし，担い手の農作業に支
障がない範囲で農地利用を進める。
（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

現状の集積率 30％ 将来の目標とする集積率 66％
（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標
担い手を中心に農地の集積・集約化を進め，団地面積の拡大を農業委員会と調整し，農地中間管理機構を通じて進める。

（１）農用地の集積、集団化の取組
・担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。
・現状の経営規模を維持したい担い手がいる地域では，担い手の意向を尊重し，できる範囲で農地の集積・集約化を
進める。
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備を前提として担い手Aさん，担い手 Bさん中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜東海圷 -田エリア＞ 
・担い手の意向を尊重した農地の集積・集約化を進める。 
＜美原・東下エリア＞ 
・４～５人の意欲的な担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・40代～ 60代の担い手を中心に農地の集積・集約を進める。 
＜北・南 -田畑エリア＞ 
・30～40代の若手を中心に集積・集約化を進める。
（２）農地中間管理機構の活用方法
・農地の賃借については，農地中間管理機構を通じて行っていく。
（３）基盤整備事業への取組
・地域ごとに基盤整備に向けた必要な措置を行っていく。（水利・農道等） 
＜東海圷 -田エリア＞ 
担い手への農地の集積・集約化を見据えた基盤整備を検討する。 
＜美原・東下エリア＞ 
隣接の日立市の関係者と共に必要な基盤整備について検討を進める。 
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備事業取組みに向けた基礎調査を行う。 
・基盤整備を検討する。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・ICT 技術や大型機械等導入も見据えた圃場整備（畦畔の除去，区画拡大等）を検討する。 
＜畑エリア＞ 
農地改善等の事業を活用した基盤整備を検討し，農地の集積・集約化を進める。
（４）多様な経営体の確保・育成の取組
・地域内外から多様な経営体を募り，それらの者の意向を踏まえながら担い手として育成していくため，関係機関と連
携し，相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。
・住民の農業体験などを通して，農業に関する理解や知識を深める機会の創設をする。
・若い農業者や拡大意向のある農業者への技術支援体制の強化を図る。また，新たな担い手の確保・育成にかかる仕
組み作りを検討する。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した農地情報の提供の充実化を図る。
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞
・村内のみならず，村外の担い手を確保していく。
（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

3　農業者及び区域内の関係者が2の目標を達成するためとるべき必要な措置

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）
①鳥獣被害防止対策 ✓ ②有機・減農薬・減肥料 ✓ ③スマート農業 ✓ ④畑地化・輸出等 ✓ ⑤果樹等
⑥燃料・資源作物等 ✓ ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組内容】
上記内容等について今後検討していく。

6  目標地図（別添のとおり）

5  農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

番号 事業体名 
（氏名・名称） 作業内容 対象品目

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意なく、関係者の意
見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当たっては、利用目的をできる限り特定
し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供する場合は、氏名を
削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

7  基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、
基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は「サ」、上記に該当しない農用地
等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。

２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積を記載してください。
３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、経営面積に
含めてください。

５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努めてください。

4  地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

属性 農業を担う者 
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和　年度）

経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

計 55経営体 389ha 4.5ha 495ha 8.5ha

別紙のとおり

属性 農業を担う者
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和１７年度）

経営作目等 経営面積 作業受託
面積 経営作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

1 認農

公
表
対
象
外

甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha 甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha
2 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
3 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
4 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
5 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
6 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
7 認農 水稲・麦・大豆 ha ha 水稲・麦・大豆 ha ha
8 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
9 認農 いちご・ブルーベリー ha ha いちご・ブルーベリー ha ha
10 認農 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha
11 認農 ネギ・デントコーン等 ha ha ネギ・デントコーン等 ha ha
12 認農 水稲 ha ha 水稲 ha ha
13 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
14 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
15 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
16 認農 水稲・野菜 ha ha 水稲・野菜 ha ha
17 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
18 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
19 認農 甘藷・露地野菜 ha ha 甘藷・露地野菜 ha ha
20 認農 ぶどう・甘藷・水稲 ha ha ぶどう・甘藷・水稲 ha ha
21 認農 ぶどう ha ha ぶどう ha ha
22 認農 甘藷・露地野菜等 ha ha 甘藷・露地野菜等 ha ha
23 認農 ぶどう・水稲・ごぼう ha ha ぶどう・水稲・ごぼう ha ha
24 認農 水稲・麦類，豆類 ha ha 水稲・麦類，豆類 ha ha
25 認農 甘藷・野菜・水稲 ha ha 甘藷・野菜・水稲 ha ha
26 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
27 認農 水稲・トマト等 ha ha 水稲・トマト等 ha ha
28 認農 水稲・そば等 ha ha 水稲・そば等 ha ha
29 認農 花卉・水稲等 ha ha 花卉・水稲等 ha ha
30 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
31 新就者 ネギ ha ha ネギ ha ha
32 新就者 甘藷・落花生 ha ha 甘藷・落花生 ha ha
33 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
34 利用者 水稲・甘藷 ha ha 水稲・甘藷 ha ha
35 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
36 利用者 水稲・大豆等 ha ha 水稲・大豆等 ha ha
37 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
38 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
39 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
40 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
41 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
42 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
43 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
44 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
45 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
46 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
47 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
48 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
49 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
50 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
51 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
52 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
53 利用者 水稲・豆類 ha ha 水稲・豆類 ha ha
54 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
55 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha

計 55経営体 388.66ha 4.5ha 495.35ha 8.5ha

別紙１ 地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）



背景と目的

全体像

■これまで村では，地域農業の将来のあり方を「人・農地プラン」として定め，農業委員会と共に人と農地をつ
なぐ取組を推進してきました。
■しかしながら，全国的にも，高齢化による農業者の減少や耕作放棄地の拡大など，地域の農地が適正に利
用されなくなる懸念が高まる中，農地の集積・集約化の取組を加速化することが喫緊の課題となっています。
■そのような中，国では令和4年5月に農業経営基盤強化促進法等を改正し，市町村は，地域の話し合いに
基づき「地域農業の将来の在り方」と農地ひと筆ごとの10年先の耕作者を計画する「目標地図」をまとめた
「地域計画」を令和７年３月末までに策定することとしました。

　これまで“守ってきた”農地を，将来にわたり“守るべき”農地として着実に利活用し，次の世代に引き継いで
いくため「将来，地域の農地を誰が利活用し守っていくのか」，「地域農業を支える環境をどのように維持・発
展していくのか」について，農業者だけでなく，幅広い関係者を巻き込み，地域が一体となり課題について話
し合い，共有し，将来の農地利活用の姿を明確化することで，その実現を目指していきます。

地域座談会などの「協議の場」

「地域計画」について　

これまでの取組み  

地域計画

●農用地の集積，集約化の方針
●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針
●多様な経営体の確保・育成の
　取組方針
●農作業委託の活用方針

地域農業の将来のあり方
●目指すべき将来の農地利用の姿
●農業を担う者ごとに
　利用する農地を定める
●将来地域の農地を誰が利用し
　守っていくのか
【集積・集約化のゾーニングを見える化】

目標地図

座談会
令和５年度から計14回の
座談会を実施し，延べ
336人の参加者の方々と
意見交換をしてきました。

担い手
ミーティング

各エリアで中心的に耕作
している方々にお集まり
いただき，意見交換や情
報共有を実施しました。

セミナー
・

研修会

地域計画策定に向けた取
組み内容やスケジュール
について周知するセミ
ナーや地域計画案の報告
に関するセミナーのほか，
農業者の方々向けの研修
会を実施しました。

地域計画計画書（令和７年３月末日時点）

計画のポイント①
主に「田」と「畑」で現状や課題が違うことから，それぞれの実情に
即した計画や方向性を作成。

計画のポイント②
現状に即した実効性のある計画とするため，内容の見直しを毎年行う。座談会等を通じて地域の
方々から最新の意見を募り，計画に反映させる。

計画のポイント③
目標地図に位置付ける耕作者については，個別に意向を確認し，リストアップ。

地域農業の将来のあり方について，明文化するために法律で定められた様式です。
計画には，現状や課題，将来どのように地域農業を維持・発展させていくかに加え，
●農用地の集積，集約化の方針 ●農地中間管理機構の活用方針
●基盤整備事業の取組方針 ●多様な経営体の確保・育成の取組方針
●農作業委託の活用方針
をまとめています。

計画のポイント④
目標達成のための取組事項については，話し合いの中で出た意見を
基にエリアごとの詳細な方針を記載。

例 ICT技術や大型機械導入等も見据えた圃場整備を検討する。
村内のみならず，村外の担い手を確保していく。

守り続けてきた農地への“想い”を５年先１０年先へ

参考様式第５－２号

・農地所有者及び耕作者の高齢化が進む中，農業後継者の確保及び継続的な農地管理が課題である。
・持続的に農地の利用を図りながら地域の活性化を進めるためには，農地の集積・集約化に必要な集団的農地を
確保していく必要がある。
・新規就農者を確保・育成しつつ，地域全体で農地を利用していくための継続的な仕組み構築が必要である。
・村内農業者の情報不足や農業関係者同士のネットワークが希薄である。
以下，田と畑の課題の特記事項を記載する。
【田】
・一部の農地の質や形状が悪く，用排水施設の老朽化等の課題に加え，農地の集約も遅れる等，作業効率が悪い
ことから担い手も減っている。
・後継者がいないことから休耕地が増えている地域がある。
・田を取り巻く関係者は，特に高齢化が進んでおり，農業用施設の維持管理（地域の共同活動）活動の継続が難し
くなっている。
・農業用機械の更新にかかる費用的な負担から離農する方もおり，経営所得の安定が課題である。
【畑】
・耕作者や後継者はある程度確保されている。一方で，地権者との関係性等も含め，長く土地を賃借し，耕作を
続けられるか等の課題があり，安定的な農業経営への不安を抱えている担い手が多い。
・畑を貸したい人，借りたい人の情報が少ないことから，土地の賃借に課題がある。
・農業を始める際や拡大する際に技術を教えてくれる人がいない。

（２）地域農業の現状及び課題

・定期的な座談会や意見交換会を実施することで地域農業の現状や耕作者の意向等の情報共有を図る。また，地
域の関係者や農業者同士のネットワークを強化し，円滑な農地の集積・集約化に繋げていく。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した情報提供を充実させていく。
【田】
・経営所得の安定を目指し，主食用米の他に地域で取り組める作物等を導入する。
・地域の意見や実情，担い手の意向等がまとまった段階で，持続可能な農業経営が行えるよう汎用性が高い基盤
整備や環境整備等を行う。生産効率を高めることで，担い手の確保や耕作放棄地の拡大防止を図る。

【畑】
・若い農業者や拡大意向のある農業者への多様な研修会等の定期的な開催を検討する。
・耕作規模や作物ごとにエリアを分けることにより，効率的な農地の活用を図る。

（３）地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

地域計画
策定年月日 令和 7年 3月 31日
更新年月日 ―
目標年度 令和 16年度
市町村名 

（市町村コード）
東海村
08341

地域名 
（地域内農業集落名）

東海村全域
（ 石神村・村松村 ）

1  地域における農業の将来の在り方
（１）地域計画の区域の状況

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 890ｈａ
① 農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 611ｈａ
② 田の面積 414ｈａ
③ 畑の面積（果樹、茶等を含む） 476ｈａ
④ 区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 207.3ｈａ
⑤ 区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 106.7ｈａ
（参考）区域内における○才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ
（備考）

2　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標
（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針
中間管理機構への貸し付けを進めつつ，担い手への農地の集積・集約化を進めることを基本とし，担い手の農作業に支
障がない範囲で農地利用を進める。
（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

現状の集積率 30％ 将来の目標とする集積率 66％
（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標
担い手を中心に農地の集積・集約化を進め，団地面積の拡大を農業委員会と調整し，農地中間管理機構を通じて進める。

（１）農用地の集積、集団化の取組
・担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。
・現状の経営規模を維持したい担い手がいる地域では，担い手の意向を尊重し，できる範囲で農地の集積・集約化を
進める。
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備を前提として担い手Aさん，担い手 Bさん中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜東海圷 -田エリア＞ 
・担い手の意向を尊重した農地の集積・集約化を進める。 
＜美原・東下エリア＞ 
・４～５人の意欲的な担い手を中心に農地の集積・集約化を進める。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・40代～ 60代の担い手を中心に農地の集積・集約を進める。 
＜北・南 -田畑エリア＞ 
・30～40代の若手を中心に集積・集約化を進める。
（２）農地中間管理機構の活用方法
・農地の賃借については，農地中間管理機構を通じて行っていく。
（３）基盤整備事業への取組
・地域ごとに基盤整備に向けた必要な措置を行っていく。（水利・農道等） 
＜東海圷 -田エリア＞ 
担い手への農地の集積・集約化を見据えた基盤整備を検討する。 
＜美原・東下エリア＞ 
隣接の日立市の関係者と共に必要な基盤整備について検討を進める。 
＜柳沢・宮下 -田エリア＞ 
・基盤整備事業取組みに向けた基礎調査を行う。 
・基盤整備を検討する。 
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞ 
・ICT 技術や大型機械等導入も見据えた圃場整備（畦畔の除去，区画拡大等）を検討する。 
＜畑エリア＞ 
農地改善等の事業を活用した基盤整備を検討し，農地の集積・集約化を進める。
（４）多様な経営体の確保・育成の取組
・地域内外から多様な経営体を募り，それらの者の意向を踏まえながら担い手として育成していくため，関係機関と連
携し，相談から定着まで切れ目なく取り組んでいく。
・住民の農業体験などを通して，農業に関する理解や知識を深める機会の創設をする。
・若い農業者や拡大意向のある農業者への技術支援体制の強化を図る。また，新たな担い手の確保・育成にかかる仕
組み作りを検討する。
・農地ナビ（https://map.maff.go.jp/）を活用した農地情報の提供の充実化を図る。
＜真崎浦・大山下・細浦・新川 -田エリア＞
・村内のみならず，村外の担い手を確保していく。
（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

3　農業者及び区域内の関係者が2の目標を達成するためとるべき必要な措置

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）
①鳥獣被害防止対策 ✓ ②有機・減農薬・減肥料 ✓ ③スマート農業 ✓ ④畑地化・輸出等 ✓ ⑤果樹等
⑥燃料・資源作物等 ✓ ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組内容】
上記内容等について今後検討していく。

6  目標地図（別添のとおり）

5  農業支援サービス事業者一覧（任意記載事項）

番号 事業体名 
（氏名・名称） 作業内容 対象品目

（留意事項）
　農業を担う者を位置付ける際、これらの者の氏名が含まれた地域計画について、法令に基づく手続として、本人の同意なく、関係者の意
見聴取や、地域計画の案の縦覧、地域計画の公告を行うことができますが、個人情報を保有するに当たっては、利用目的をできる限り特定
し、本人から直接書面に記録された個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示してください。
　また、市町村の公報への掲載等とは別に、インターネットの利用により関係者以外の不特定多数に対して情報を提供する場合は、氏名を
削除するなど配慮してください。
　必要に応じて区域内の農用地の一覧を参考として添付してください。

7  基盤法第22条の３（地域計画に係る提案の特例）を活用する場合には、以下を記載してください。

注１：「農用地所有者等」欄には、区域内の農用地等の所有者、賃借人等の使用収益権者の数を記載してください。
注２：「うち計画同意者数」欄には、同意者数を記載してください。
注３：提案する地区の対象となる範囲を目標地図に明記してください。

農用地所有者等数（人） うち計画同意者数（人・％）

注１：「属性」欄には、認定農業は「認農」、認定新規就農者は「認就」、法人化を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、
基本構想水準到達者は「到達」、農業協同組合は「農協」、農業支援サービス事業者（農協を除く）は「サ」、上記に該当しない農用地
等を継続的に利用する者は「利用者」の属性を記載してください。

２：「経営面積」「作業受託面積」欄には、地域計画の対象地域内における農業を担う者の経営面積、作業受託面積を記載してください。
３：農業を担う者に位置付ける場合は、できる限りその者から同意を得ていること。
４：作業受託面積には、基幹３作業の実面積を記載してください。なお特定農作業受託面積は、作業受託面積に含めず、経営面積に
含めてください。

５：備考欄には、農業を担う者として位置付けられた者に不測の事態に備えて、代わりに利用する者を記載するよう努めてください。

4  地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

属性 農業を担う者 
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和　年度）

経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
経営
作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha
ha ha ha ha

計 55経営体 389ha 4.5ha 495ha 8.5ha

別紙のとおり

属性 農業を担う者
（氏名・名称）

現状 10年後
（目標年度：令和１７年度）

経営作目等 経営面積 作業受託
面積 経営作目等 経営面積 作業受託

面積
目標地図
上の表示 備考

1 認農

公
表
対
象
外

甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha 甘藷

公
表
対
象
外

ha

公
表
対
象
外

ha
2 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
3 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
4 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
5 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
6 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
7 認農 水稲・麦・大豆 ha ha 水稲・麦・大豆 ha ha
8 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
9 認農 いちご・ブルーベリー ha ha いちご・ブルーベリー ha ha
10 認農 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha 甘藷・ぶどう・水稲 ha ha
11 認農 ネギ・デントコーン等 ha ha ネギ・デントコーン等 ha ha
12 認農 水稲 ha ha 水稲 ha ha
13 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
14 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
15 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
16 認農 水稲・野菜 ha ha 水稲・野菜 ha ha
17 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
18 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
19 認農 甘藷・露地野菜 ha ha 甘藷・露地野菜 ha ha
20 認農 ぶどう・甘藷・水稲 ha ha ぶどう・甘藷・水稲 ha ha
21 認農 ぶどう ha ha ぶどう ha ha
22 認農 甘藷・露地野菜等 ha ha 甘藷・露地野菜等 ha ha
23 認農 ぶどう・水稲・ごぼう ha ha ぶどう・水稲・ごぼう ha ha
24 認農 水稲・麦類，豆類 ha ha 水稲・麦類，豆類 ha ha
25 認農 甘藷・野菜・水稲 ha ha 甘藷・野菜・水稲 ha ha
26 認農 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
27 認農 水稲・トマト等 ha ha 水稲・トマト等 ha ha
28 認農 水稲・そば等 ha ha 水稲・そば等 ha ha
29 認農 花卉・水稲等 ha ha 花卉・水稲等 ha ha
30 認農 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
31 新就者 ネギ ha ha ネギ ha ha
32 新就者 甘藷・落花生 ha ha 甘藷・落花生 ha ha
33 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
34 利用者 水稲・甘藷 ha ha 水稲・甘藷 ha ha
35 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
36 利用者 水稲・大豆等 ha ha 水稲・大豆等 ha ha
37 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
38 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
39 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
40 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
41 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
42 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
43 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
44 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
45 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
46 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
47 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha
48 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
49 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
50 利用者 甘藷・水稲 ha ha 甘藷・水稲 ha ha
51 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
52 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
53 利用者 水稲・豆類 ha ha 水稲・豆類 ha ha
54 利用者 甘藷 ha ha 甘藷 ha ha
55 利用者 水稲 ha ha 水稲 ha ha

計 55経営体 388.66ha 4.5ha 495.35ha 8.5ha

別紙１ 地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）



東海村地域計画について
～農地の利活用に関する～

東海村農業政策課
令和７年３月

これまでの活動写真

これからの地域計画進捗管理について

目標地図（令和７年３月末日時点）

〈地域計画全般に関すること〉
農業政策課
029-282-1711（内）1221

〈農地の集積・集約に関すること〉
農業委員会事務局
029-282-1711（内）1227

地域座談会や検討会等により，地域計画の
年１回以上の進捗管理を行っていきます。

地域の皆様には，引き続き積極的な
話し合いの場へのご参加とご意見を
お願いします。

P
（計画を作成）

C
（計画を評価）

Ｄ
（計画を実行）

A
（課題を改善）

問合せ先

地域計画は，策定するだけでなく，実現に向けて実行して
いくことが重要なポイントになります。

例えば，★農用地の集積・集約化 ★農地
中間管理機構の活用方法 ★新規就農者
や多様な担い手の確保 等の進捗状況に
ついて，PDCAサイクルを通じて引き続
き検証や話し合いを行っていきます。
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